























































いて「文官任用令」以後の時期に着目することである。しかも一九四〇年代はじめにいたるまでの変容過程を通史に準じた射程において解明する。もうひとつは、官員 般ではなく、もっぱら学務担当者に焦点化することである。書記官にくわえ出先機関をふくめた各職位の属にいたるまで、これまでの研究は官員をひろくふくめて捉える傾向をもつ。官員を広範化することは地元属籍者率を総体としてあぶり出す点で利点をもつ。半面、職域と職位にみられる地元属籍者率の差異にま 精細な視野はおよびにくい。本稿は学務担当者という固有の職域 対象として特定し、その内部における職位上の階層秩序が人的構成とどのようにかかわってきた かを分析する。　
第二に本稿の課題に直接かかわる、教育史に関する研究がある。そこでは近代沖縄における小学校























約がともなうが史料的に判明する ぎりにおいて、各学務担当者の生年および当該職位に就任した時点の年齢をあわせて分析対象とする。こ ら各 の組み合わせを本稿では人的構成として捉え、それが当該期間においてどのよう 変容したのかについて、職位の階層秩序に留意 つつ解明する。　
この場合、学務担当者について総覧するうえ 有用なのは、周知のように内閣印刷局『職員録』で
























するが、勅任の知事に対し、内務部長と学務部長、ならびに視学官はいずれも奏任の高等官である。内務部長・学務部長は府県に配属された学務担当者として最上位に位置する。一方、内務部や学務部、郡役所・支庁などに配属された視学は判任官である。教育行政機構に配属されたという点では共通するが、各職位には身分上の明白な差異が存在する。このうち知事は内務大臣の指揮監督に属し、各省大臣の指揮監督を受け、法律命令を執行し部内の行政および警察の事務を総理した 内務部はその一部署であり 広範な事項のひとつとして教育行政を所掌した（一九二六年以降、当該所掌は学務部に移行） 。文官高等試験、高等試験 合格者（以下、高等試験合格 あるいは合格者）から任用された各部長は知事の命を受け、部下の官吏を指揮監督し、各 の事 を掌理した（以 、 「地方官官制」勅令五四号、一八八六年七月 「文 任用令」同前ほか） 。また、後年には学務課長などにより兼務された視学官については「視学官及視学特別任用令」にもとづき任用・配置された（勅令二六〇号、一八九九年六月） 。視学官は上官 命を受け、 事の視察などを職務 容とした 当該職位は 「視学官」「地方視学官」 という名称変更にくわえ兼務体制においても変移した。 見出しをふくめ本稿では仮に 「視学官・学務課長」とする。視学については、それ以前にすでに制度化されていたため、沖縄県において視 が最初に配置された一八九九年をもって地方教育行政機構 形成 た、学 担当者の組織的配置が確立をみたといえる。これら事実経過に とづき本稿では対象時期の起点 一九〇〇年前後として設定する。その視学 ついては県視学と郡視学に分岐する。制度化が先行したのは郡視学である
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一九三五―一九三六福光正義（ 八 四・四一）鳥取東京帝国大学 合格者）秋田県山本郡長、広島県学務部長
⑨





















政系列に位置づけられる職歴を有する。また、当該職位 就任時の平均年齢 ついてはど ような特徴をもつであろうか。内務部長・学務部長におけ 年齢は四二歳を示す。後述の視学官・学務課長ではおなじく三七歳であり、本稿が対象とする学務担 者のなかでもっとも高い。注目すべき 、（出典）内閣印刷局『職員録』各年版。①『人事興信録』一九一一、 二八、 一九四三年、 ②「児玉喜八氏逝く」 『鹿児島新聞』一九一二年六月五日、 ③『公文
   雑纂・大正九年・第一三巻・奏任文官俸給制限外下賜・内務省―樺太庁』 （国立公文書館所蔵） 、 ④『沖縄県人事録』一九一六年、 ⑤『帝国大学出身録』
一九二二年、 ⑥『大典記念沖縄県人事興信録』一九二九年、 ⑦『帝国大学出身名鑑』一九三四年、 ⑧『内務省・社会局・地方庁高等官職員録』一九三三年、⑨『日本官界名鑑』一九三六、 一九三七、 一九四二年、 ⑩『日本官界名鑑地方編』一九五二年、 ⑪「県民の時局認識が第一
　
新内政部長伊場信一氏着任」
『朝日新聞』 （沖縄版）一九四三年九月一日。（注記）筆者の調査の範囲で不詳の場合、当該事項を空欄とした。各年のおおむね半年以上を勤務した場合、当該年に在任としたため、実際の就任時期と精密には合致せず、不規則性がある。年齢は概算にもとづく。職位上 兼務または心得とされる場合でもとくに類別しなかった場合がある（たとえば、 福吉勲二は一九四二年時点で総務部長と学務部長を兼務した。 「山本学務部長広島へ栄転
　
後任補充せず福吉総務部長の兼任」 『朝日新聞』 （沖
縄版）一九四二年七月一〇日） 。出典は主なものに限定した。書誌情報は可能なかぎり簡略化した。また、高等試験合格者の判別は、戦前期官僚制研究会『戦前期日本官僚制の制度・組織・人事』東京大学出版会 一九八一年にもとづき、表中に「 （合格者） 」と記した（以上、各表について、いずれもおなじ 。
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だし、史料的制約から兼務体制があきらかでない場合がある） 。乾利一までがいずれも該当する。この背景はつぎのように説明できる。それは視学官が一旦は廃止（表３では岸本賀昌、島内三郎の在任時期に相当）されたのち、理事官によって充当されるようになったという全国的な改編である（ 「地方官官制」勅令一五一号、一九一三年六月） 。　
一九二〇年代後半以降の第二段階において、学歴類別では依然、大学系列が優位であるものの、 （高
等）師範学校系列との混在化を示すようになる。し も、大学系列であっても、高等試験合格者ではないことから、それまでとは組み合わせの内容が質的に異なることがわかる。さらに職歴類別では、第一段階にはなかった、師範学校や中学校の教員歴任者などの任命をふくめ、 きらかに教育系列が優位の傾向を示す。一九二八年に佐久田昌教が学務部 属し、同時期 制度的改編 より専任化され
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『琉球新報』同前、⑳『新崎寛直を語る』一九七四年、㉑沖縄県師範学校龍潭同窓会『会報』一九三三年七月、㉒『沖縄県史料』近代三（尾崎三良・岩村通俊沖縄関係資料 一九八〇年、 ㉓「地方視学決る」 『朝日新聞 （沖縄版）一九四三年一月 六日、 ㉔金城英浩『顧みるわが歩み 一九八五年、 ㉕『沖縄名鑑』一九五四年、㉖『八重山人事興信録』一九五一年、㉗『宮古人事興信録』 九五六年、㉘『公文雑纂・昭和八年・第三十八巻・判任官俸給制限外支給一・内閣―南洋庁』 （国立公文書館所蔵） ㉙ 公文雑纂・昭和十 年・第四十六巻 初任判任官俸給制限外支給一』 （国立公文書館所蔵） 、㉚『琉球人事興信録 出版社 九五〇 、㉛『沖 教育界のあゆみ』一九七九年、㉜『現代沖縄人物 千人』一九六六年。（注記）県庁勤務には一九四三年時点における国頭・中頭・島尻の各郡地方事務所に配置された視学をふくめた。特定が困難でも他府県出身との事実関係が確証できる場合、 「 （他府県） 」と記した。一九三七年一二月前後など 一時的に県属が視学 兼務していた場合があるが 記載していない。 「薄給の視学制が欠陥」 『大阪朝日新聞』 （鹿児島沖縄版） 二六日参照
4（0
になる （合算して四〇名） 。このことは同時に職歴類別の特徴に連動する。職歴が不詳の六名をのぞき、四九名のほとんどは一部の例外をのぞき、教育系列 属する。目立つのは師範学校および中等学校長経験者、また、小学校長経験者である。とくに小学校長経験者は一九二〇年代以降には多くを占める。こうした特徴は、 既述の「視学官及視学特別任用令」 （一八九九年）から説明できる。同令は府県視学、および後述の郡視学 資格につい 、師範学校や中等学校などの校長、教諭経験者、小学校本科正教員の有資格者で学校長経験者などと さだめた。なお、当該職位に就任時の平均年齢はおよそ三九歳であり、のちにみる などにおいても同程度の四〇歳である。　
以上、県視学の人的構成の変容について集約すれば、おそくとも一九二〇年代なかば以降、沖縄師
範学校を卒業し、かつ教育系列の職歴を有した沖縄出身 が順当に就任してきたといえ こうした特徴は郡視学においても、やはり通有するのであろうか。　（２）郡視学ほか　次頁からの表５には「郡視学ほか」として三九名を記載した。いずれの類別も判別できないのは、




















































一九二 ― 九二二（重複）長嶺朝貞（ 八七六・四五）沖縄東京高等師範学校（中退）首里女子尋常高等小学校長
①








一九〇 ―一九 三菅野喜久治 八六四・三七）熊 県師範学校
南風原尋常高等小学校長
①


























一九二四― 九二五佐藤清義一九二六― 九三〇比嘉永元（ 八八八・ ）沖縄師範学校
那覇尋常高等小学校長
⑤










































一九一四―一九二〇亀山寿郎一九二 ― 九 四迫田采太郎（ 八六八・五三）鹿児島
八重山島庁書記
⑲
（出典）内閣印刷局『職員録』各年版。①『沖縄県人事録』一九一六年、 ②『沖縄県国頭郡志』一九一九年、 ③『鶴陽会々員名簿』一九四一年、 八重山島庁『大正一三年
　
出勤簿』 （沖縄県公文書館所蔵） 、 ④『沖縄県師範学校創立五十周年記念誌』一九三一年、 ⑤『大典記念沖縄県人事興信録』一九二九年、 ⑥『大













































課長、視学（県視学、郡視学ほか）の大別、三つの職位に焦点化して、その変容過程を通史的に分析した。あらためて従来の研究水準を確認すれば 内務部長・学務部長がほぼ他府県出身者により占められた一方、県 では沖縄出身者が徐々に就任していたことは傾向としてすでに判明していた。本稿では、こうした大枠の指摘にとどまることなく、氏名と在任期間、 歴 職歴などを可能なかぎり網羅しつつ学務担当者につい 総覧する でにいたった。基礎的でありながら、これは従前の研究が到達できなかった点である。ただし、本稿の意義としてもっとも重要な点は別にある。それは具体的な数値をとも い つ、以下のふ つの点をあらたに解明したこ である。　
ひとつは学務担当者の人的構成において、出身地類別、学歴類別と職歴類別との組み合わせがどの
ように変容したのかにか わる。その結果は、職位ごとに以下のように三つに集約できる。①内務部長・学務部長では、出身地類別において他府県出身者がほぼ独占する傾向を示 た。学歴類別と職歴類別との組み合わせにおいては、順 大学系列と行政系列 よる単層的な人的構成が固定化して推移した。②つぎに視学官・学務課長では、他府県出身者がその中心をなした。 とも 学歴類別と職歴類別においては、大学系列と行政系列のほか高等師範学校系列と教育系列が混在 、多層的な人 構成をなした。それ 内務部長・ 部 のよう 固定化することなく変動していたとい 特徴をもつ。ただし、沖縄出身者が例外的な存在 いう点にお ては これら 職位は共通する。③視学では、県視学 郡視学ほかのいずれでも最初期において他府県出身者を中心と たが、後年 沖縄出身
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者が中心を占めるまでに変容した。学歴類別と職歴類別との組み合わせでは、とくに師範学校系列と教育系列が中心的な存在 あった。 だし、郡視学については、こうした特徴には収まらない郡区などによる差異 確認された。　
本稿が解明したもうひとつの点は、人的構成における時系列的な変容が生起した時期にかかわる。
厳密には既述したように職位による有無や程度、さらに時差を指摘すべきだが、その転換は最大公約数的にみて一九二〇年代であったとみなしてよい。すなわち 内務部長・学務部長 および視学官・学務課長が他府県出身者に ってほぼ専有された一方、同年代を契機として視 は沖縄出身者が担うという、いわば人的構成における出身地別の分担体制が事実上、確立した。この間、むろん任命される具体的な個人は移り変わった。しかし、こうした特徴をそなえ 人的構成は、ほぼ沖縄戦にいたるまで安定的に推移した。ここから導き出すことができ のはつぎの事実である。すなわち、沖縄 内部的な観点に立つ らば、沖縄出身者として現実的に望 最上位の学務担当者は県 および郡視学であった。時系列 即していえば、それは同年代以降 沖縄における教育行政機構の階層秩序としてほぼ既成事実化して、沖縄戦にまでいたった。ここ 重要なのは、以 の特徴をもつ 務担当者おける人的構 が一九二〇年代以降 確立し のは、時期としてかならず も偶然では いことである。この場合、同時期が府県制度などにおける沖縄県の一般制への移行期に相当したという論点が容易に想定され 。しかし、むしろここで重要なのは 教育史に内在し つぎの論点である。すな
4（（


















主要なものに限定のうえ単著を中心に例示する。金城正篤「初期県政」琉球政府文教局『沖縄県史』二巻各論編一、 一九七〇年 我部政男『明治国家と沖縄』三一書房、一九七九年、安良城盛昭『新・ 史論 沖縄タイムス社、一九八〇年、西里喜行『沖縄近代史研究―旧慣温存期の諸問題』沖縄時事出版、一九八一年、比屋根照夫『自由民権思想と沖縄』研文出版、一九八二年、山下重一『琉球・沖縄史研究序説』御茶の水書房、一九九九年、波平恒男『近代東アジア史のなかの琉球併合―中華世界秩序から植民地帝国日本へ』岩波書店、二〇一四年。
（
3） 








近年の研究として以下が例示できる。牧田勲 「沖縄県土地整理事業の推進体制―土地整理事務局の人的構成」田里修・森謙二編『沖縄近代法の形成と展開』榕樹書林 二〇一三 前田勇樹「廃琉置県直後の沖縄県庁運営の実相―首里王府役人の採用をめぐる問題を中心に」法政大学沖縄文化研究所『沖縄文化研究』四三号、二〇一六年ほか。くわえて以下を参照。濱川恵枝「旧沖縄県の統治組織・職制について」 『沖縄県公文書館研究紀要』 号、二〇〇四年。
（
（） 





照屋信治 『近代沖縄教育と 「沖縄人」 意識の行方―沖縄県教育会機関誌 『琉球教育』 『沖縄教育』 の研究』 渓水社、二〇一四年（第四章） 。
（
（） 




























一九四四年以降の人的構成の手がかりは、 内務省、 厚生省、 地方庁高等官一覧表（昭和一九年四月八日現在） 』（国立公文書館所蔵）にくわえ、各種の史料に収載された履歴書などに限定される。
（
（（） 




















社団法人沖縄教育会の解散後に設立され 沖縄県教育会は一九一五年一 月二四 に「沖縄県教育会会則」を協定した。同会則は 長に県知事を、副会長には内務部長を「推戴」することをさだめた（第一〇条） 。一九二四年に同会則はあらためられ、総裁を県知事とし、会長および副会長は参事員会で「選挙」されるこ
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これをうけ沖縄県では、従来、郡視学の担当であった小学校や小学校教員の身分 かかわる事務手続きを県知事の監督のもと 庁学務部において直接 担当すること した。 「各県視学 担任区域」 『沖縄教育』一五六号、一九二六年九月（一六巻） 。
（
29） 





菅野喜久治 「余か赴任当時の状況」 沖縄教育会島尻郡部会 『島尻教育部会二五年記念誌』 一九一二年 （三六巻） 。
（
3（） 
宮古郡の郡視学においても、八重山郡とおなじく島庁書記などとの兼務体制は維持された。しかし、背景は不詳だが、 同郡の場合、 郡視学における人的構成は八重山郡とは異なり、 あきらかに県視学と類似する （表５） 。
（
32） 






たとえば、八重山郡教育部会の場合、すくなくとも一 二 年以前の時点では会長に島司が就任し、副会長には「島庁視学を推戴」した。沖縄県教育会『沖縄教育』学制頒布五〇年記念号、一九二二年一〇月、一六四―一六五頁（三六巻） 。
（
3（） 
それゆえに両者の異動は必然的に地域社 関心 であった。 例として以下を参照。 「村長連から横槍
　
沖縄県視学の異動」 『大阪朝日新聞 （鹿児島沖縄版）一九三七年 一月三日。
（
3（） 
藤澤健一編、前掲『沖縄 教師像』 （ 「Ⅱ
　
数量」 ） 。
